
中小・小規模企業等訪問ヒアリング結果（商業・サービス業者） 

調 査 時 期：２０２２年１０月４日～１１月１４日（一部２０２３年３月２日、９日） 

 調 査 企 業 数：中小・小規模企業５０社（商業・サービス業者）及び２商業団体 

 ヒアリング内容：愛知県商業・まちづくりガイドライン、大型店の地域貢献の取組について 

 

 

問１ 「愛知県商業・まちづくりガイドライン」を知っていましたか。名古屋市内の事業者にあって

は、「名古屋市商業者等による地域貢献活動の推進に関する条例」を知っていましたか。 

 

 

問２ 大型店が地域貢献に取り組んでいると思いますか。 
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・回答内訳：「知っていた」3社、「知らなかった」48 社、「無回答」1社 

・知らなかったが 92％を占める結果となった。 

・思う（どちらかといえば思う含む）と回答した割合は 37％で、大型店の地域貢献に関する取組について

ある程度認識されている結果となった。 

・一方、思わない（どちらかといえば思わない含む）、分からないと回答した割合は 63％を占め、より多く

の大型店が地域貢献に取り組むことが望ましい 又は 取組が認知されていないと思われる結果となった。 
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問３ 大型店の地域貢献が必要だと思いますか。 

 

 

問４ 大型店に求める地域貢献の取組は何ですか。（複数選択可） 
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１ 地域づくりの取組への協力

２ 地域雇用確保への協力

３ 防犯・青少年非行防止対策の推進

４ 地域防災への協力

５ ユニバーサルデザイン対策等の推進

６ 環境対策の推進

７ 核テナント撤退や店舗閉鎖時の対策

８ その他

項目ごとの集計

・思う（どちらかといえば思う含む）と回答した割合は 77％と最も多く、多くの企業から大型店の地域貢

献が求められている結果となった。 

・項目ごとの集計では、「地域防災への協力」と回答した企業数が 100 社と最も多い結果となった。 

・選択肢ごとの集計では、「災害時の避難場所等の提供、地域との連携」が 36 社、「緊急時の物資の提供」

が 28社と防災関連の地域貢献が求められている結果となった。 
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①地域づくりに取り組む団体（市町村、自治会）等への協力

②地域経済団体等への加入や活動に対する助言、情報の提供

③地域特産品の販売促進や地産地消に向けた取組への協力

④買物弱者対策への協力

⑤地域及び県内からの雇用の促進

⑥安定的雇用の確保

⑦障害者雇用の促進

⑧少子化対策・男女共同参画の推進

⑨店舗内及び敷地内における防犯対策の実施

⑩深夜営業や営業時間外の防犯・青少年の

非行防止対策の実施

⑪人通りの少ない場所に対する巡回の実施等

⑫災害時の避難場所等の提供、地域との連携

⑬緊急時の物資の提供

⑭災害等発生時におけるボランティア活動への取組

⑮防災訓練等への参加・協力

⑯ユニバーサルデザインの導入

⑰地域の授産施設等の製品の取り次ぎ・取り扱い

⑱ヒートアイランド・地球温暖化対策の実施

⑲「ノーレジ袋」・トレイ削減、包装の簡素化等、

廃棄物抑制対策の実施、リサイクル対策の実施

⑳環境美化対策の実施・協力

㉑省エネルギー対策の実施

㉒公共交通機関の利用促進

㉓早期の情報開示・提供

㉔後継店の確保

㉕従業員の雇用の確保

㉖店舗閉鎖に伴う環境悪化の防止

㉗その他

選択肢ごとの集計
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問５ 大型店に求める意見や要望があれば教えてください。   

・ 地元商店街の街路灯の負担や活動に協力してほしい。 

・ 駐車場の十分な確保。 

・ 安売りではなく、魅力あるテナントの入店などで差別化していただき、近隣商店も戦えるように

してほしい。 

・ 大型店は雇用の枠を広げる必要性があると思います、特に地域のシニア世代の雇用に力を入れる

べきだとおもいます。 

・ 共存・共栄できるように地域の商店と話し合うことができるような調整窓口があると良いと思う。 

・ 店舗の空きスペースを地域の小規模事業者の事業紹介の場として単発で安価に提供して欲しい。 

・ 大型店でも大変な所は大変なので、区切るのは良くないと思われる。 

・ 大型店が多すぎる。 

・ 地域のコミュニケーションなどを潰してしまったのは大型店である。そのことを大型店でするべ

きだと思う。 

・ 大型店との連携が必要であると考えているが、そもそも話し合える機会が無い。まずは大型店と

の話し合いの場を設け、イベントを共催するなど協力体制を構築したい。 

・ 大型店が出店したことにより、商店街のスーパーが無くなってしまい、特に高齢者が不便をして

いる。買物弱者への対策として、移動販売を行えれば良いと考えるが、商店街だけでは採算がとれ

ない。大型店と協力して移動販売を運用できれば良いと思う。 

 

 

問６ 「愛知県商業・まちづくりガイドライン」や大型店の地域貢献に関して、行政に期待すること

等があれば教えてください。 

・ 地元の商店街に加盟するようにしてほしい。 

・ 名古屋エリアの再開発で、今お店が入っている建物が無くなる可能性がある。その際、次にテナ

ントで入れる場所があるか不安。再開発後に、またテナントに入れるような大型店等ができる予定

があるのか気になっている。 

・ 中心市街地の他、高齢化地域へのコンパクトな集客施設の出店の促進 

・ 大型店の出店を行うことで、地域の小売店舗が廃業に追い込まれている。これでは、地域の雇用

が増えると同時に地域の衰退が起きてしまいます。そのため、地域の小売店が相乗効果を得られる

仕組みを作って頂けると良いと思います。 

・ 大型店ばかりに負担を求めるのではなく、地域の業者全体で参加できれば良いと思う。 

・ 大型商業施設の建物上部について、災害時に活用可能な施設の敷設等行政が調整役となって整備

して欲しい。 

・ 今からできることはないと思う。 

・ 県の発信する情報に対して、アクセスしやすい仕組みを作ってほしい。 

・ 大型店に地域特産品を置いてほしいが、パイプがない。行政がつないでくれたり、サポートして

くれたら大型店と意見交換がしやすい。 


